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は じめに

2011 年度か ら 2013 年度まで実施 された島根大学重点プロジェク ト ( 「出陰地方における

地域社会の存立基盤 とその歴史的転換 に関す る研究」(代表 : 小林准士 • 島根大学法文学部 ・

准教授) の統計地理班 の研究成果 を以下でま とめる。 ここでい う統計 • 地理班のメンバー

とは, 筆者 である橋本の他 に廣嶋清志氏 (島根大学法文学部 • 名誉教授) , 作野広和氏 (島

根大学教育学部 ・准教授) , 藤 山浩氏 (島根県中山間地域研究セ ンター ・研究総括官) の 4

名である。筆者が 2013 年度 までに担当 した作業内容 は, 「戦前島根県における人 口動態 と

その経済的要因に関す る分析」とい うパー トである。このパー トの成果は大きく 3 つある。

第一に, 本 プロジェク トで行 われた作業の うちで, 島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文

書 • 町村事務報告書の内, 大正期か ら昭和初期 までの人 口統計部分 を活用 した分析である。

この作業では人 口統計の中の人 口移動, 特 に, これ まで充分 に解 明 され てこなかった 「出

稼 ぎ者」や 「生産統計」 に関す る統計資料の定義や村単位 の動態 を明 らかにす る端緒 をつ

けた。

第二に, 島根大学付属図書館所蔵 の島根縣編 『島根縣市町村別統計書』の整理 と電子化

である。1928 年か ら刊行 された 10 力年分のこの統計書は法的には公表の義務のない統計資

料である［。この 『島根縣市町村別統計書』には農商務省が作成す る生産統計 『農商務統計』

の数値が記載 され てい る。通常, 農商務省が作成す る生産統計 『農商務統計』は, 毎年府

県別 の数値 が作成官庁である農商務省 か ら公表 されてい る。 と同時 に, 同 じ内容が島根縣

内務部が作成す る府県統計書の 『島根縣統計書』に全県分 と郡別の数値が公表 されている。

昭和初期 に他 の道府県では, この よ うな市町村別の統計書 をま とめた例 は散見 され ない。

よって, おそ らくこの取 り組み は当時の島根県庁の独 自の施策であるといって よいだろ う。

この 『島根縣市町村別統計書』 (1930 年刊行開始) の作成 が開始 された 1928 (昭和 3) 年当

時の島根県下の市町村数 は 281 市町村2であ り, これだけ詳細な地域単位 の統計資料の存在

とい うのは, 研究上の貴重 な公共財 となるはずである。本稿 では, 281 町村別 の人 口当た り

1 人当た り (粗) 生産額 (Gross Output per Capita) を整理 し分析す ることによって, 当時の

島根県の地域経済格差 を析 出す ることに努めた。

第三 に, 戦前 に島根縣 が作成 した統計資料 の内部資料 を島根県公文書セ ンターの協力の

もとで撮影 しま とめてきた成果である。具体的には, 従来, 島根県全体の数値 をま とめた

「輸 出入貨物統計」を当時の島根縣 内務部の作成段階の内部資料 によって, 郡市別 に, 一

部の町村では市町村別かつ季節別でその数値 を明 らかにす ることができた。 これ によって,

戦前 島根縣の経済構造の うちの地域外 (島根縣外の 日本お よび海外) との分業体制の深化

を把握す ることが可能 となった。

以上の成果 を用い, 本プロジェク トの 2013 年度の課題 である 「山陰地方における人 口動

! 島根 縣庁 は農 商務省 に対 して報 告 の義務 が あ るのみ で あ る。 例 えば, 農 商務省令 第十 九号農 商務統 計報告規則 (大正

10 年 6 月 28 日通 定 , 大正 同年 7 月 1 日よ り施 行 ) に基づ く記述 であ るO この報 告規則 は, どの主体 (市町村 ) が統 計

調査 を実施 し, 誰 (地方長官 ) に報告す るか につ いて定 め られ てい る ( 同報 告規則 第一条) 。 ここで地方長官 とは都 道府

県知事 を指す。
2 島根 県統計課 ¢1974) , p.5 参照。
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態や経済発展 な どに見 られ る地域的差異の存在 に とくに焦点 を当て, 地域振興の成否の歴

史的 ・現代的条件 を探 る」に沿って, 以降で展開 してい く。

1 分析の前提 とその フ レーム ワーク

1- 1 1925 年前後の島根県における社会的および経済的状況

まず, 冒頭確認 されねばな らぬ ことは, 分析対象の地域 区分 と期間である。

島根県 において, 近世 との関係 において沿岸部 と山間部にお ける人 口増減 に関す る傾 向

の相違 とい う事実が本 プ ロジェク トメンバーの 「宗門改帳」 による検証か ら明 らかになっ

ている3。 この よ うに, 自然的な側面の強い地域 区分 を用いるべき とい う考 えもあろ う。 し

か し, 地域 区分については, 市お よび町村 を統合 した行政区分である郡 を基底 にお く。1925

年前後 において島根縣下では 14 つの市 と郡が存在 した。 この市 と郡 をさらに出雲部 (松江

市, 八束, 能義, 仁多, 大原 , 飯石, 簸川) と石見部 (安濃, 邇摩, 邑智, 那賀, 美濃,

鹿足, 隠岐島) とに統合 した ものも用いる。

われわれの取 り上げる分析期間は, 1928 (昭和 3) 年以降の約 10 年間 とそれ以前の数年

である。 この よ うな時期 に限定 したのは もっぱ ら入手可能 な統計資料の制約 による事情 で

ある。後 に見るよ うに, 今回整理 した統計資料の うちの 『島根縣市町村統計書』は 1928 年

か ら 1938 年 の地域経済を対象 としていた。

積極的な側面 としては, 分析 目的にある地域経済構造 の変化が特 に島根県ではこの時期

に生 じてい る可能性 があることである。地域経済構造の変化 とは, この時期 に生 じた とい

われ る島根県の出生率転換 に関す る問題 である。 この経済構造の変化 が県下の各市町村の

住民の生活様式 に影響 を及 ぼ し, 婚姻, 出生の様式を変 えたのではないか。 このよ うな指

摘のベースになってい る研究に廣嶋清志の作業がある。廣嶋は, 1920 年 (又は 1915 年) か

ら 1935 年 にかけての島根県の こども • 女性比か ら出生率転換の時期 とその要因をま とめて

いる。そのよ うな仮説 を明 らかにす るための準備が本稿 の 目的でもある。

第一に, 「1915～35 年 における出生率の緩やかな上昇 ・停滞は有配偶出生率の上昇傾 向 と

優配偶率の低下による低下傾 向が合成」 されていた とい う指摘である七

第二に, 1920 年 と 1930 年共 に農業従事割合 (or 非農業従事割合) と女子未婚率に負の

相関があ り, 結婚年齢 は農家ほ ど早い とい う結果 である。 このことは, 農業に従事 してい

る世帯の家族形態 と関連 した結果 であった。

最後 に, 以上の結果 よ り, 出生率の低下について, 世帯外の労働力需要が増大 した とい

う労働需要仮説が当てはまる可能性 が高い とい う指摘がな されている七 この非農業従事割

合の増大 とは具体的に, 生活圏 を同一 にす る地域 での工業化 による労働市場の形成, すな

わち山陰地域での工業化 の進展 を意味 し, さらに, 他県都市地域での工業化 によって形成

された労働市場への労働用益 の提供の増加 である。 これ はいわゆる 「季節的労働」や 「出

3 他 , 地域 区分 につ いては, 例 えば大 門 (2000) で は 「農 村社会 と都 市社 会 の関係 を, 労働 力 面 を 中心 と した農村・の諸

階層 と都 市社会 との結 びつ きの うちに検討 」 して い る (大 門 (2000) , p.353) 。 都 市社 会 とは大阪や東京 , 横 浜, 名 古
屋 , 神 戸 の よ うな大都 市 だ けでは な く, 松 江 市の よ うな地方都 市 も含 む。 その地方都 市 と農 村 との 関連 も本稿 の課題 と
関連 す る。

, 廣 嶋 (2010) , p.I 32。

E 廣 嶋 (2010) , p.134。
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稼 ぎ」の存在やその増加 の可能性 を示唆す るものである。 この よ うに島根県下での地域労

働市場の形成 について検討せねばな らない ことがわかる。 同時に, この時期の出生率の低
下の要因 として, 他 に農業生産性の上昇や妊婦死亡率 と乳幼児死亡率の低下 も考 え られ る6。

非農業従事割合の増大については後のセ クシ ョンで検討す る。 このことに関連 して, 分

析期間 よ りも多少時期が前後す るが島根県の農村 にお ける工業化の影響 についての研究 も

存在す る。 この農村 における都市の工業化 の影響は, 内藤正 中氏によって 「第一次世界大

戦による都市 と工業の急成長によって, 農村では農民の離農 • 離村, そ して農業労働力の

不足が一般化 し, 農業経営では畜力や機械力 を導入 して労働生産性 を向上 してい くことが

課題 となるのであった」7と指摘 されてきた。いずれ に しても, 工業化に関す る全国の傾 向

か らは島根県のそれ は大 きく遅れ・ていたのは確定 した事実である。 ちなみには中村 によれ

ば, 工業化 を図る代理指標で もある全国の事業所数 の増大は, 「第一次企業勃興 (1886～

89年) , 第二次企業勃興 (1895～99年) , 日露戦争後企業勃興 (1905～07年) にいたる産

業革命期」とい う3つの時期 に区分 を設定できる8。問題 はその時期 を島根県において厳密に

確定す る作業 については, 本プ ロジェク トメンバーの北山幸子氏が取 り組んでいる。

1-2 商品市場に関す る分析 : 投入 ・産出モデル

県 (又 は道府県) とい う地域単位 を考慮 した場合 の生産活動 と県外 • 海外 との関係 を明

らかにす るためにワシ リー ・レオンチェフ (W. L eonteif) が考案 した以下の投入 • 産出モデ

ル をまず考 える。 当時の島根縣 と県外海外 を意識的 に分割 した総供給 と総需要のバ ランス

式は以下のよ うに定義できる。

X  + M  = AX  + F  + E  (1)

記号

X =  [ X」 : 第 / 産業の県内粗生産額 (列ベ ク トル) , A = [ ち ] : 第 ノ産業か ら第 i 産業へ

の中間投入係数 (行列) , F =  [ / . ] : 第 ノ産業の県民最終需要 (列ベ ク トル) , M  =  [ % 」 :

第 ノ産業の県外 よび海外か らの島根県への輸入額 (列べ ク トノレ) , E =  [ e .] : 第 須産業の :

島根県か ら県外 よび海外への輸 出額 (列ベ ク トル) 。

先の (1) 式 を県内粗生産額 について整理す ると以下のよ うになる。

X  = AX  + F  + E - M  (2)

ここで E - M とは純輸 出を表す。後にみ る島根県の統計資料である 「輸出入貨物表」は,

6 廣 嶋 (2010) , p.134。

7 内藤 (1982) * pJ 33〇

$ 中村 (2010) , p.l 0o
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商品別の純輸 ・純移 出 E - M の動態 を明 らかに したものである。また, ある時点において,

地域 の経済構造 を把握す るための手段 としていかの よ うな側面か ら分析す ることもできる。

AX + F とい う県内中間需要, 県内最終需要お よび純輸 出 とを比較す ることで, 島根県

の経済構造 を把握す ることができる。例 えば, 独  とい う県内中間需要に うちに県外 ・国

外か らの輸入品が多 く含 まれ る場合は, 島根県の諸産業 と県外 • 国外の社会的分業が進展

し, その分業体制 に組み込まれてい くと評価 できる。

さらに, 現住人 口 一人当た りで粗生産額 を除 したものを一人 当た り粗生産額 (Gross Output

per Capita) または単に一人当た り生産額 と呼ぶ。研究 目的にあった島根県の地域経済格差

をこの一人 当た り粗生産額の推移や横断面でみた市町村間のば らつ きの程度 をみることに

よって分析 してい く。

これ を数式で示す と以下のよ うになる。

L Pj = x " ヽ (/ = !, •••«) (3)

ただ し, 4 は第 , 市町村 の労働投入量 (マンア ワー) を示す。今回は, 住民一人 当た りの産

出高 を試 算 す る こ とに したた め, 現住 人 口の市 町村 別 の人 口を充 てた。 LP は L abor

Product ivi t y (労働 生産性) の略称である。

1-3 労働市場の分析 フ レームワーク

就業時間単位で計測 した第 i 市町村の労働力人 口は以下のよ うに定義できる。労働力人 口

の区分は, 厚生労働省 『労働力調査年報』の用語解説によれ ば, 15 歳以上人 口か ら非労働

力人 口を除いた ものである。労働力人 口は就業者 と完全失業者 に分かれ る。 この うちの就

業者 とは従業者 と休業者 に分かれ, さらに就業者 の従業上の地位 は, ① 自営業者, ②家族

従業者, ③雇用者 とい う3 つ に分かれている。

ある市町村でみた場合 の労働力人 口の需給バ ランス式は以下のよ うになる。

M  + 第 i 市町村への出稼 ぎ者数

= N } + N ； + N ： + N ： + ^ ,s +  N ? + +  N ：

+ 第 i 市町村 か ら他市町村への出稼 ぎ者数 (4)

左辺 は第 / 市町村 の就業者 と市町村外か らの就業者 を合わせた供給側のものである。右辺

は需要側 を示す。ただ し, 右辺の第 9 項は他市町^ ・の労働需要 を意味す る。

記号

M  : 第 f 市町村 の労働力人 口 (マ ンア ワーで試算。以下同様) 。M  : 第 z・市町村の農業 (養
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蚕含む) の就業者数 (右肩の添 え字番号 1) 0 : 第 z・市町村 の鉱業の就業者数。 :

第 z•市町村 の工業の就業者数。 N ： : 第 i 市町村 の商業の就業者数。 : 第 i 市町村 の交通

業の就業者数。 N ? : 第 / 市町村の公務及び 自由業の就業者数。 N ； : 第 z. 市町村 の其他 ノ

有業者の就業者数。 : 第 f 市町村の家事使用人の就業者数。

就業者の種類 を 8 つに分けたのは, 『島根縣市町村別統計書』の うちの表 「職業別戸数」

の分類 に拠 った。上式を第 i 市町村・の労働力人 口についてま とめると以下のよ うになる。

叫 = 用  + ^ ,2 + + 片  + N ； +  ^ ,6 + ^ ,7 + N f

+  ｛第 z・市町村か らの出稼 ぎ者数 - 第 i 市町村か ら他市町村への出稼 ぎ者数｝ (5)

左辺は第 ］市町村 の総就業者数 (供給) である。右辺 は第 z. 市町村 内での就業者 に関す る

需要 を示す もの となっている。 ある市町村域での労働 市場 を考 える場合 に, 対象 とすべ き

項 目は (5) 式 の左辺が示す労働力人 口であるが, 以上の よ うな要素 を含む構造 となってい

ることがわか る。 さらに, 上式の右辺第 9 項 と第 10 項の差は, 純出稼 ぎ者数 とも呼ぶ こと

のできる指標 である。 この純 出稼 ぎ者数 の推移 は, ある市町村域 の労働市場 とそれ以外の

労働市場 との関係 を示す ものである。物量での純移輸 出の解釈 と類似す るが, ある地域か

らマ ンア ワー単位 の労働者が純移輸出 されている場合 もあれ ば, その逆 もある。そ こで,

もっ とも好 ま しい作業手順 としては, まず純出稼 ぎ者数の推移 を確定 し, その上で第 i 市町

村か らの出稼 ぎ者数の推移 を確 定す るとい う手順 を踏むべ きであることがわかる。

以上までは, 就業者数 をマ ンアワー単位 でカ ウン トす ることを進 めてきた。 ところで,

マ ンア ワー単位 の計測ではな く, 例 えば属人主義的な観点か ら就業者数 をカ ウン トす ると

既存の統計資料の限界が明 らか となる。

例 えば, 第 , 市町村で本籍 を持つ A さんは 1 年 間の うちで 2 割の時間を第 f 市町村で就業

し, 残 り8 割の時間を 「出稼 ぎ」者 として第 在市町村 のいずれかの産業で就業を行っている

場合である。A さんの例のよ うな 「出稼 ぎ」者の把握 は, 例 えば既存の統計である 「職業別

人 口」では把握ができない。 この統計資料では, 統計様式の調査項 目にそ もそ も居住地 を

示す情報がないためである。つま り, (4) 式の左辺 の第 f 市町村への出稼 ぎ者数 を当該市

町村 に本籍 を持つ労働者 と同一視 した うえで把握 していたため, 本籍 をもつ第 z•市町村か ら

の 「出稼 ぎ者」数 はまった く把握できないか らである。

2. 『島根縣市町村別統計書』の性格

本節では, 『島根縣市町村別統計書』の作成過程 について説 明 し, その統計書で取 り上

げ られている各種統計資料の定義を確認す る。
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『島根縣市町村別統計書』 は, 農商務省統計課が元々作成 してきた 『農商務統計』の各

項 目を活用 してい る。そ こで, まず 日本統計研究所編 (I 960) に全面的に依拠 しなが ら,

概観す る七

農商務統計は, 1894 (明治 27) 年の 「農商務統計報告規程」に始まる。その後, 1921 (大

正 10) 年の 「農商務統計報告規則」 (大正十年六月省令第十九号) と改称 され る。 この規

則では, 市町村長 を調査報告義務者 と規定 し ( 同規則第一条) , 新たに市町;K に調査 区を

設定 し, 調査員制度 を (同第三条) を設定す るこ とが決 め られ ことが大 きな改正点であっ

た。 ただ し, この時の改訂 は以上の二点を別 とすれば, 調査事項 もその様式 も従来のそれ

とほ とん ど変わ らなかった。

次いで, 1925 (大正 14) 年に農商務省 が商工省 と農林省 に分離 された。そ こで 「農林省

統計報告規則」 (大正十 四年十月農林省令第二十五条) が改めて定め られ, 「調査上 ノー

般注意」 として 「本調査八実地調査 ヲ原則 トスベ シ」 と指示 し, これ までの一定の統計表

様式にあてはめて報告す る, 表式調査か ら実施調査への 転換が図 られたッ

ただ し, 上述の報告規則では, 調査方法や統計資料 を集計す る際に必要な統計表様式 は

定め られてお らず, 各道府県が独 自にそれ を定める必要があった。これ らの諸点について,

岩手縣庁 (1923) ”を参照 しなが ら, その特徴 について概観 したい。

まず, 調査体制であるが, 農商務統計は, 1921 年 よ り市町村長 (島根県では 282 市町村)

が調査報告義務者 となった。 この事は, 従来 とは異な り, 県庁内務部や郡役所, 市町村役

場 の統計担 当者 の間での作業 を行 い, 最終的に確定 した統計資料 を農 商務省へ報告す ると

い う形 ではな く, 市町村 で統計資料の数値 の確定 を し, 統計担 当者 の責任ではな く, 市町

村長の責任 でそれ を行 うとい う点で, これまでの もの と大 き く異なることが特徴である。

おそ らく, 当時問題 となっていた 「正確」な統計資料 の作成 を期すための処置であると推

測す る。 ここで 「正確」 な とは, 統計調査員が収集 した調査項 目の数値 を市町村 ごとや県

全体 に集計す る際の計算 に関す るものである。いわゆる集計 に関す る問題 に限定す る。 た

だ し, 一方で, この改正 は市町村 ごとで 「正確」な統計資料 を作成す る とい う条件 を作 る

ものであった とも評価できる。

調査体制について資料が残 っている岩手県を事例にみ ると, 1924 (大正 13) 年度 には県

下には 208 市町村 があ り, 合計統計調査員 1894 名, 手当予算額 9776 円が投入 されていた。

単純には比較できないが, 島根県では同時期 282 市町村が存在 してお り, 岩手縣庁 と同規

模 の体制が整 え られていたはずである。

1921 年時点の 『農商務統計』の作成過程であるが, 島根縣下の市町村役所 (統計調査員

と各市町村長) か ら当該 の郡役所へ と報告 され, 島根縣 内務部 を経て, 農商務省宛てに集

約 され るとい う流れ となる。公表 については, 農商務省 が 『農商務統計』 として冊子体 を

作成 し, 同 じ内容 の統計資料 を県別 ・郡別 に区分 した ものを島根縣庁が 『島根縣統計書』

として冊子 とす る。 これ を市町村別 の統計資料 として, 『島根縣市町村別統計書』や郡役所

が作成す る 『郡治一斑』 として公刊す るか どうかはまた別 の問題 であ り, 当時の島根縣で

9 日本 統計研 究所編 ( I960) , PP/72-77 参照 の こ と。

以 上 までが 日本 統 計研 究所編 ( I 960) , PP.72-77 に依拠 した 内容 で あ る。

n 本 表 ノ省 令 ト八大 正十年 六月農 商務省 令 第十 九号訓令 ト八 大正十 二年 八 月県訓令 甲第 十七号 を云 フ (岩 手縣庁 (1923) ,
P.8) 。以 上 の記述 か ら, 農 商務省 の定 めた !・農 商務 統 計報告規則」を具体 的 に実施 す る際 に, この岩 手麟庁 が定 めた 「訓

令 甲第+ 六号別 冊農 商務 統 計報告規則施 行細則 」 が必 要 で ある こ とがわか る。
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はたまたま 日の 目をみた可能性が高い。

表 1 島根縣市町村別統計書の 目次 (昭和 3 年～昭和 5 年)

刊行耳
第一回 (昭和3年度)
昭和五年三月刊行

第二回(昭和4年度)
昭和六年三月刊行

第三回( 昭和5年度)
昭和六年十一月刊行

第一 市町村別戸口
第二 現住人ノ婚姻, 離婚・出生, 死産
第三 現住人口年齢別
第四 職業別戸数
第五 衆議院縣会及市町村会選挙有権者
第六 市町村基本財産
第七 市町村道ノ延長及橋梁
第八 学令児童
第九 小学校・学級, 教員・児童公学費
第十 生産額
第十一 耕地面積
第十二 米
第十三 委
第十四 主要食用農産物及果實
第十五 主要読菜
第十六 桑畑
第十七 茶畑及製茶
第十八 春蚕
第十九 夏秋蚕
第二十 公私有林面積
第二十一 公私有林野人工造林
第二+ 二 公私有林伐採及木炭
第二十三 家畜
第二+ 四 家禽
第二十五 水産業者
第二十六 漁船
第二十七 水産養殖
第二十八 漁獲物
第二十九 主要水産製造物
第三十 缶詰
第三十一 主要工産物
第三十二 死亡者病類別
第三十三 伝染病患者
第三十四 市町村費歳入決算
第三十五 市町村費歳出決算

第一 市町村別戸口
第二 現住人ノ婚姻, 離婚’出生, 死産
第三 現住人 口年齢別
第四 職業別戸数
第五 議貝及選挙有権者
第六 市町村基本財産
第七 市町村道ノ延長及橋梁
第八 学令児童
第丸 小学校, 学級, 教員, 児童公学費
第+ 生産額
第+ ー 耕地面積
第十二 米
第十三 委
第十四 主要食用農産物及果實
第十五 主要蒲菜
第+ 六 桑畑
第十七 茶畑及製茶
第十八 春蚕
第十九 夏秋蚕
第二十 公私有林野面積
第二十一 公私有林野人工造林
第二十二 公私有林伐採及木炭
第二十三 家畜
第二十四 家禽
第二十五 水産業者
第二十六 漁船
第二十七 水産養殖
第二+ 八 漁獲物
第二十丸 水産製造物
第三十 街詰
第三十一 主要工産物
第三十二 死亡者病類別
第三+ 三 伝染病患者
第三十四 市町村費歳入決算
第三十五 市町村歳出決算
第三十六 国勢調査世帯及人口

第一 市町村別戸口
第二 現住人ノ婚婿, 離婚, 出生・死産
第三 現住人口年齢別
第四 職業別戸数
第五 衆議院県会及市町村会選挙有権者
第穴 市町村基本財産
第七 市町村道ノ延長及橋梁
第八 学令児童
第九 小学校, 学級, 教員, 児童公学費
第+ 生産額
第十一 耕地面積
第十二 米
第 *
第+ 而 主要食用農産物及果實
第十五 主要読菜
第十六 桑畑
第十七 茶畑製茶
第十八 春蚕
第十九 夏秋蚕
第二+ 公私有林野面積
第二 ・一 公私有林野人工造林
第二十二 公私有林伐採及木炭
第二十三 家畜
第二十四 家禽
第二十五 水産業者
第二十六 漁船
第二十七 水産養殖
第二十八 漁獲物
第二十九 主要水産製造物
第三中 缶諸
第三十一 主要工産物
第三十二 死亡者病類別
第三十三 伝染病最者
第三十四 市町村費歳入決算
第三十五 串町村費歳出決算

注 : 島根縣 『島根縣市町村別統計書』は第一回から第十四回まで刊行。

表 1 には 『島根縣市町村別統計書』の 目次を掲載 している。 この統計書は, 郡役所が廃

止 された後 に, 市町村別 の統計資料 をま とめる必要が生 じたために作成 されたもの と考え

られ る。それ以前は, 『郡治一斑』 とい うほぼ同内容の統計資料が全国各地の郡役所で作成

されていた為 に, 県全体で市町村別の統計資料 を整理 した統計書は不要であったのだ と推

測 され る。 この統計書は元 々, 農商務省 に報告 された 『農商務統計』の統計数値 を再度,

県別や郡別ではな く市町村別の もの とし再整理 し公刊 したものである。

詳細な特徴 は, 各節 で述べ るもの として, 二つ ほ ど特徴 を挙 げてお く。第一に, 表 内の

項 目をみ ると, 初回のものでい うと全 35 項 耳中で第十か ら第三 "・ーの 22 項 目までが, い

わゆる生産統計であ り, いずれ も 『農商務統計』か らの転用である。

次いで多いのが, 人 口に関す る項 目である。後 にみ る一人當生産額 とい う経済指標 を計

算す る事例では分母に戸籍 をもとに作成 した現住人 口を利用 した。現住人 口を 『国勢調査』

の数値 よ りも優先的に用い る傾 向がある。 この 『島根縣市町村別統計書』 において も初期

においては現住人 口が 目次 冒頭 に配置 され, 『国勢調査』を第二回 『島根縣市町村別統計書』

では末尾 (第三十六) に配置 されてい るこ とと重 なる傾 向である。 同 じ, 一人當生産額 の
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計算で も岩手縣では, 現住人 口ではな く 『国勢調査』 の数値又はそれ に準 じた ものを用い
ることが県訓令 (大正十二年九月訓令 甲第十七号統計報告規定) によって定め られていた吃

それ も ! 923 (大正 12) 年 にである。筆者 は統計資料の精度の観点か ら人 口に関 しては, 戸

籍 に基づ く現住人 口ではな く, 『国勢調査』に基づ く数値の方が良い と考 える。

本 プ ロジェク トで行 われた作業の うち島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書 • 町村事務

報告書の撮影 内容か らは, 『農商務統計』が公刊 され る前股階の市町村での統計作成過程 を

知 る上で大変貴重な情報 を得 ることができた。特 に, 統計表様式 も例 えば統計 を作成す る

農商務省 では定め られず, 各市町村 に事実上委ね られていた時代 においてはその重要性 は

より増すはずである。

これ らの調査 によって確認 された事項は以下の諸点である。

第一 に, 統計調査様式 に関す る市町村か ら縣庁内の組織へ と段階的に集計 され る過程 を

確認 した。今 回, 調査 した島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書の撮影資料か らは, 当時

の島根県の うちの安濃郡 内の町村役所で用い られた統計調査様式の一部 を確認す ることが
できた。具体的には, 統計調査の際に用い られ る集計表である。例 えば, 『農商務統計』( 「農

商務統計報告規則」 (大正十年六月省令第十九号) ) 内の調査項 目であった 「第七 食用

農産物」についてである。岩手縣の場合 は, 集計表 には 「第七 食用農産物」の先頭 に (別

紙様式) , そ して末尾 に大豆 とあ り, 記載項 目が 「町村名」, 「作付段別」, 「収穫高」, 「価額」,

「一段歩収穫高」, 「単価」 となっていた。一方, 時期 は下 り, 農務省 となった時期 の統計

調査ではあるが, 今回, 撮影 した島根縣安濃郡川合村 の文書 (『自昭和二年 至昭和九年 統

計台帳 安濃郡川合村役場』, 第一種編纂年次昭和 2～9 年, 川合 429, 画像番号 P6044259)

では, 同 じ調査項 目である 「第七 食用農産物」について記 してある。 しか し, 町村名ー

覧の項 目はな く, 他 の調査項 目は同一である。 ただ し, 農商務省の場合 と岩手縣庁 の場合

は注意書 きが皆無であるのに対 し, 川合村の場合には注意書きが 10 点ほ ど記 されてい る。

その内容 は統計調査項 目の単位 を含む定義 と計算方法, 調査方法に関す るものであった。

以上か ら, 川合村 の史料 は, 市町村が統計調査 を実施す る際に, 市町村 ごとで集計す る際

の集計表 を撮影 した ものであ り, 岩手縣庁の史料 は各市町村 でま とめた統計資料 を縣庁 内

の組織が集計す るための様式であると推測できる。

第二に, 当時の島根縣庁が独 自に行 ってきた統計調査の存在である。具体的には, 「出稼

ぎ」統計であるが, 島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書の撮影資料 によれ ば後述す るが

1921 (大正 10) 年 より開始す るとある。 この文書の用紙 の左下には安濃郡役所 と印字 され

ている。後 に 『島根縣市町村"別統計書』 として公表 された出稼 ぎ者数以外 にも, 出稼 ぎ者

か ら本籍地の家族への送金額 な ども調査項 目に含まれていた ことが明 らかになってい るへ

他 の 「出稼 ぎ」に関わる統計資料 との調査主体や調査項 目の重複, そ して調査結果 の関す

る考察は今後の課題である’匕

12 規 定 の末 尾 で は, r人 口八統 計局発表 二係 ル最 近 ノ国勢調 査 ノ人 口二依ル ヘ シ但 シ郡 市二在 リテハ 其 ノ中間 ノ年 ノ分
ハ統 計局発 表 ノ推 計人 口ニ依 ルヘ シ」 とあ る。
源 例 えば 『仁 摩 町誌』, pp.545-546 参照 の こ と〇 5-3- 15 表 には, 大正 5 年 末 の島根 県邇摩郡馬 路村 ( 島根 県大 田市 ) の 「馬

路村 出稼 人調査 J が掲載 され てい る。 表 には, 出稼 ぎの職 種 , 出稼 ぎ先 の府 県, 人数 , 送金額 が記 され ている。

M 例 えば, 愛知縣 学務 部職業課編 (1939) 『愛知縣職 業行政概 要』 の うちの表道府縣外 出稼 状況や 宵森 縣知事官房編纂
(1923) 『青森 縣 統計 書 : 第三編 』 の うちの 「95 出稼 人 大正+ 一年 」 を参 照 の こ と。 統 計項 目は, 郡 市別 (出稼 の 出発

地) , 出稼 先 , 就 業種別 , 人員 , 金 額 , 一人 二付 , 平均 で あった。後者 と安濃郡役所 の 出稼 ぎ者数 の統 計 とは, 漁業 を含

む な ど職 業 の 区分 が異 な る。
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3. 『島根縣市町村別統計』による統計分析

3-1 島根県の経済構造の概観

冒頭 で紹介 したが, 1915 年以降に起 こった島根県の出生率転換は世帯外の労働力需要の

増大によるもの とい う仮説 の提示が廣嶋清志 によって された。そ こで, 本節では, まず こ

の点を島根県 に関す る既存の統計資料 ではよく整理 されてい る島根県統計課 (1974) 『島根

県統計 1〇〇年史』によって農業生産額 と工業生産額の推移 を比較 し確認す る。次いで, 当

時の島根縣の経済構造の変化 を捉えるために, 市町村別 に一人 当た り産出高を試算 し, 1928

年か ら 1938 年 の 10 カ年の変化 を見 る。そ して, 島根県公文書セ ンターか ら提供 を受 けた

資料である島根県の 「輸 出入貨物統計」の未公表の資料 を用いて, 当時の地域経済の構造

を把握す る。最後 に, 「出稼 ぎ」統計 によって, 地域内の労働市場 と地域外の労働市場の関

係 について考察 を進 める。

表 2 には, 1912 年か ら 1940 年 にかけての島根県全体の産業別生産額の推移 と構成割合

を示 してい る。資料 としては, 農商務省 の実施 していた 『農商務統計』 をもとに, 当時の

島根縣庁が 『島根縣統計書』の勧業編 として公刊 していたもので特段新 しい資料 ではない。

しか し, 地域経済の構造変化 に関す る概要 を把握す る上では重要であるので, 確認 してい

く。まず, 表 の うちの産業分類であるが, 農産, 林産, 鉱業, 畜産, 水産, 工産の 5 つの

分類 となってい る。現在でい う第一次産業 と第二次産業の二つ に大き く分かれ る。第三次

産業にあたる分類項 目はな く当時の 『農商務統計』や 日本の生産統計の特徴 となっている。

また, 表の右側 にある 「一戸 当 り」 と 「一人 当た り」 は, 現住人 口の数値 を分母 とした産

出高である。労働力人 口を分母 にす る L P (L abor  Product ivi ty ) ではな く, 現住人 口とし

ているのは, 単に計算上の便宜だけではな く, 当時の市町村 ごとの住民の単位 で見た豊か

さをみ るためのもの と解す ることも可能である。Bau mol , Bl ack man and Wolf f  (1989) で

は, Welfare Product ivi t y がこれにあたる僅。

さて, 表 2 をみ ると県全体の産出高は 1912 年か ら 1940 年 にかけて徐 々に増加 してきた

ものの単調 な増加 ではな く, ア ップダ ウンを繰 り返 してきた ことである。特に, 1919 年 と

1925 年, 1929 年 にピークがあ り, その直後 に産出高の減少が続 くとい うことが生 じていた。

このことは, 1920 年か ら開始 された 「国勢調査」 (人 口セ ンサス) にも少な くない影響 を与

えたはずである。

期 間の最初の ! 912 年では農産及び林産, 畜産, 水産が全体の産出額 の うち 78.1% を占め,

同 じ時期 に工産は 20% に留まっていた。この構成割合が工産 と接近す るのは 1939 年 のこと

である。1939 年 には工産は 49.8% となっていた。全国の場合, エ産が農産及び林産, 畜産,

水産 を上回るのは, 1915 (大正 4) 年 の ときである" 。ただ し, 粗生産額ではな く純生産額

で見た場合である。非農林水産 の生産額が農林水産の生産額 を上回るのは, 島根県では戦

15 Baumol , Blackman and Wolf f  (1989), pp.237k24I 参 照 の こ と。

ie 大川 他 編 (1974) , B202 の表 9 を参照 の こ と¢ 表 9 は産業別 純 国 内生産 の推移 を示 した もので あ るが, 本 文 中の純

生産額 と同義 で あ る。本 文 でい う工産 とは, 表 9 で は鉱 工業 とされ て い る。粗 生産額 か ら中間生産額 を差 引い た ものが,

純生産 額 で あ る。
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後の ことである。

表 2 産業別生産総価額 単位 : 円, %

出所 : 島根県統計課 ( 1974) , pp .112 - 113

西 暦 和暦 総数
農

産 %
林

産 %
鉱

業 %
畜

産 %
水

産 %
ェ

産 %
一 戸

当た り

一 人

当た り
特記事項

19 12 T 1 44,370 ,734 62.4 7 .9 1.9 1.7 6.1 20 .0 2 98 59

19 13 T 2 4 8,423 ,672 63.4 7.1 2 .4 1.6 5.9 19,6 32 7 64

19 14 T 3 40,72 1,929 5 9.9 7.8 2 .6 1.8 6.2 2 1.7 2 74 54 第 一次世 界大戦勃発

19 15 T 4 34,625 ,588 54 .1 6.7 6.9 1.9 6.1 24 .3 2 33 45

19 16 T 5 4 1,242 ,4 72 5 6.8 5.7 5.6 2 .0 6.0 23 .9 279 54

19 17 T 6 6 1,928 ,8 17 56,4 8.8 6.2 2.1 5.0 2 L 6 4 18 8 1

19 18 T 7 84 ,13 6,803 55.7 8.9 6.5 2.1 5.5 2 1.3 558 118 米騒 動
19 19 T 8 122 .733 ,508 60.6 6.1 3.3 2.4 5.4 22.2 823 170 第一次世界大戦終結
1920 T 9 116 ,050 ,673 62,3 8,0 1.0 2.5 6.5 19.7 779 162

192 1 T 10 98 ,122 ,55 1 53.4 10 .2 0.4 2.5 7.7 25.7 655 134

1922 T 11 96 ,7747 58 50.5 8.9 0.3 2.4 8.3 29.5 640 13 1

1923 T 12 103 .964 .059 50.6 11.1 0.4 2.4 7.0 28.6 688 140 関東大震災
1924 T 13 110 ,880 ,002 54,8 9.1 0.3 2.2 6.8 26.8 735 14 7

1925 T 14 120 ,0 66,725 56.0 8.6 0.2 1.7 6.4 27.1 794 16 1

1926 S 1 118 .8 75,753 4 9.3 8.2 0.3 1.7 6.3 34.3 707 158

192 7 S2 109 ,44 8.4 73 4 7.8 8.8 0,5 2.2 6,9 33,8 724 14 6

1928 S3 114 ,18 1,115 4 5 .4 8.4 0.3 2.2 6.5 37.0 754 15 1

192 9 S4 116 ,94 7,4 64 45 .4 7.5 0.6 2.2 5.9 3& 4 769 154 世界恐慌
1930 S5 84 ,04 7.90 5 40 .2 7.5 0.4 2.7 7,5 4 1,7 550 112

193 1 S 6 76,10 8,758 3 9 .0 7.2 0.2 2.6 7.1 44.0 500 10 1

1932 S 7 85 ,586,2 58 42 .4 6.2 0.0 2.1 5.9 43.3 5 6 1 113

1933 S B 95.114 / 56 43 .3 6.0 0.2 2.0 5.9 42.6 624 125

1934 S 9 10 1,390,893 3 8 .6 6,4 0,5 2,2 6 .5 4 5 .8 664 132

193 5 S 10 112 ,173,64 5 3 7 .8 6.7 1.4 2.0 6 .3 44 .8 73 1 14 8

193 6 S 1 1 119,863,30 5 3 9 .9 6.3 2.1 2.0 6 .2 43 .4 782 155

193 7 S 12 140 ,4 46,625 3 7 .5 6.2 2.1 2.2 5 .6 4 6 .4 9 16 184 日中戦争
1938 3 13 155.200.348 3 5 ,0 7 ,2 2.0 2.5 6 .5 4 6 .6 1,0 17 208

1939 S 14 194 ,194,263 3 0 .6 8 .8 1.5 2 .1 7 .0 4 9 .8 1,272 260

194 0 S 15 237.369.038 3 1.6 12 .5 1.5 2 .4 7 .9 44 .1 1,544 320

表 2 をみ ると, 島根県において工業化が進展す るのは, 1924 年か ら 1931 年 にかけてで,

この時期 に工産の割合は 27.1% か ら 44.0% と約 17% ポイ ン ト増加 していた。要因は二つ考

えることができる。第一 に, 工産 の大規模事業所 が操業 を開始 した こと, 第二に, 世界恐

慌 の余波 を受 けて, 農産の単位価格がエ産の単位価格 に比 して大き く下落 した ことである

と考 え られ る" 。

次いで, 本プ ロジェク トが期 間中に電子化 した 『島根縣市町村別統計書』の うちの 「生

産額」である (表 3) 。先 の表 2 の産業別生産総価額 と同 じ 『農商務統計』が出所である。

17 農 産 と工産 のそれ ぞれ の価 格指数 を以 下で は比較す る。 島根 県松 江 市の 当時の米 一石 ( 四等) ご との卸売価格 の推 移

を見 る と, 1925 (大正 14) 年 の 37.66 円 (指数 100.0) か ら少 な くとも 1933 (昭和 8) 年 まで は I 7.85 円 (47.4) と断

続 的 に下落 して い る (島根 県統 計課 (1974) , pp.348 参 照) 。全 国の資本財 価格 の推移 , 具体的 には粗 固定資本形成 の価

格 指数 (デ フ レー タ) は ! 934-36 年 を 1Q0 と して, 1925 年 の 121.5 か ら 1933 年 の 96.1 へ と低 下 して い るが, 農 産 に

比 して相 対 的 に緩 や か な減少 に留 まって い る (大川他 編 (1974) , p.232 参 照 ) 。
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表 の左川 の項 目は郡別 でみた地域 区分である。全管 とあるのは, 島根縣全体 とい う意であ

る。計測期間は 1928 (昭和 3) 年か ら 1938 (昭和 10) 年である。市町村別 について記 し

た詳細な表 については, 島根大学法文学部 山陰研 究セ ンターの Web-Si t e にア ップ しすでに

公 開 しているので割愛す る。

表 3 にある一人当た り (粗) 生産額 は, 『島根縣市町村別統計書』では 「一人當生産額」

と表記 されている。分子は表 1 でみた農産か ら工産までの粗生産額 (Gross Output) である。

分母の人 口は, 『島根縣市町村別統計書』では現住人 口を用いているが, 本稿 では 『国勢調

査』の市町村別の数値 を利用 している。 この よ うに, 『島根縣市町村別統計書』では, 分母

に戸籍 をもとに作成 した現住人 口を利用 し, それ を優先的に用いる傾 向がある。表 1 でみ

た 『島根縣市町村別統計書』において も初期 においては現住人 口が 目次 冒頭 に配置 され,

国勢調査は後半に配置 されていることと重なる傾 向である。

表 3 島根 県郡別一人当た り産出高 (生産額) および年平均変化率

出所 : 島根縣 『島根縣市町村別統計書』

地域 一人當生産額 年平均変化率

S3 S5 S 10 S 13 S3 S5 S 10 S 13 S5/ S3 S 10 / S5 S 13 / S10 S 13/ S3

全管 全管 全管 全 管 15 1 112 148 206 - 13.9% 5.7% 11.7% 3.2%

松江市 松 江市 松江市 松江市 155 14 5 152 243 -  3 .3% 0.9% 16.9% 4.6%

八束郡 八束郡 八束郡 八束郡 14 6 112 183 2 9 1 - 12 .4% 10.3% 16,7% 7.1%

能義郡 能 義郡 能義郡 能義郡 155 104 194 668 - 18.1% 13.3% 5 1.0% 15*7%

仁 多郡 仁 多郡 仁 多郡 仁 多郡 14 2 10 5 132 234 - 14.0% 4.7% 2 1.0% 5.1%

大原郡 大原郡 大原郡 大原郡 14 6 88 10 7 24 7 - 22 .4% 4 .0% 32,2% 54 %

飯 石郡 飯 石郡 飯石郡 飯 石郡 111 84 112 223 - 13 .0% 5.9% 25.8% 7.2%

簸川郡 簸川郡 簸川郡 簸 川郡 24 0 166 220 340 - 16 .8% 5.8% 15.6% 3.5%

安濃郡 安濃郡 安濃郡 安濃郡 112 78 116 204 - 16 .5% 8.3% 20,7% 6.2%

邇 摩郡 邇 摩郡 邇摩郡 邇摩郡 112 77 97 224 - 17 .1% 4.7% 32.2% 7.2%

邑智郡 邑智郡 邑智郡 邑智郡 9 7 7 1 93 195 - 14 .4% 5.5% 28.0% 7.2%

那賀郡 那賀郡 那賀郡 那 賀郡 132 112 12 1 356 - 7 .9% 1.6% 43.3% 10.4%

美濃郡 美濃郡 美濃郡 美 濃郡 12 6 88 94 352 - 16.4% 1.3% 55.3% 10.8%

鹿足郡 鹿足郡 鹿 足郡 鹿 足郡 152 10 7 133 285 - 16.1% 4.4% 28.9% 6.5%

隠岐 島 岐島 隠岐 島 隠岐島 113 8 7 88 328 - 12 .3% 0.2% 55.0 % 11.2%

変動係数 0.2 0 .2 0 .3 0.6

表 3 の概要をま とめると以下の通 りである。まず, 一人当た り生産額 (一人當生産額)

をみ る と, 全県 と全ての郡 で上昇 していた ことがわかる。ただ し, 一人 当た りの生産額 は

時価 で計算 している。年率では, 全県で年平均 3.2% である。 もっとも上昇率が高い郡は能

義郡であ り年平均 15.7% であった。一方で, 伸び率が もっとも低位であった郡 は簸川郡で

あった。

1928 (昭和 3) 年時点の一人当た り生産額 を郡別で比較す ると, 最高は簸川郡で 240 円,

最低 は邑智郡の 97 円であった。 同 じ年の県全体の市町村の平均 は 151 円である。次節以降

で検討す る安濃郡 と邇摩郡は共に ! 12 円であ り, 県内平均を大きく下回っていた。

10 年後の ! 938 (S13) 年 にお ける一人 当た り生産額 の郡別 の最高値は能義郡の 668 円で

あ り, 1935 年まで最高位であった簸川郡 を抜 き去 る結果 となった。同 じ 1938 年 の最低金額

は邑智郡の 195 円であ り, 県平均は 206 円とい う水準であった。 この時期の安農郡は 204

円, 邇摩郡 は 224 円であ り, 平均 をやや上回 る水準であった。
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1928 年か ら1938 年 にかけて郡別 の一人 当た り生産額の変動係数は 0.2 か ら0.6 へ と拡大

してお り, 格差は大きく拡大 してい るとい う結果 となった。特に, 1935 年か ら 1938 年 に

かけての大きな格差拡大が特徴であるといえる。

以上, 表 2 では県全体で工業の生産額が農業の生産額 を上回る時期 を確定 し, そ して郡

別でみて一人 当た り生産額が拡大 してきた実態 をみた。 この原因の一つは先 にも述べたが,

大正後期 ・昭和初期 にお ける島根縣下の各地で大規模事業所が創設 または県外 よ り進 出 し

たためで, 主な事業所 を一つあげると以下のよ うである。1920 (大正 10) 年 に現在の簸川

郡今市町に本社 と工場をおいた出塁製織株式会社 (現在 のダイ ワボ ウ) である。 1933 (昭

和 8) 年 には央道町へ も工場 を増設 していた。次いで, 1936 年 には石見人絹工場 を操業 し

ている (美濃郡高津町) % また 1922 (大正 12) 年 には郡是製糸株式会社が簸川郡塩冶村

及び仁多郡三成村 に進 出 した。その後, 美濃郡益 田町に 1930 (昭和 5) 年, 出雲市今市町

に 1923 (大正 12) 年 に進 出 していた盟。

これ ら大規模事業所 は同時期 に県 内に多数操業 を開始 し・てい るのであるが, 地域経済へ

の影響 を推 し量 るために従業員数 を紹介す る。 出雲製織株式会社の場合 には, 1937 年 に従

業者数 4833 人であ り, 全 国で見た場合に従業者数は第 60 位 の企業に成長 していた2°。この

従業者数は 1935 年の島根県の国勢調査人 口 728001 人の実に 0.66% にのほった。

さらに, こ うした大規模事業所の操業開始が地域 に対 して もた らす影響 を一つ指摘お き

たい。それは, 一人 当た り生産額が上昇 した市町村, 地域 の労働市場の形成 に大 きな役割

を果た したはずである。

3-2 島根県の労働 力市場の変容

次いで, 島根県の労働力市場 を中心に, 県内 と県外 の労働力市場 との関係 について以下

では検討す る。特 に, 島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書 • 町村事務報告書 の うちの人

ロ統計 に関わる撮影資料か ら解 明された事項 を中心に記 してい く。

出稼 ぎ者 に関わる統計資料 は, 『島根県市町村別統計書』では第八回 (昭和十年度, 1937

年 3 月刊) か ら掲載が開始 され る。第一回か ら第七回までは掲載 は されていない。

今回のプ ロジェク トの重要な成果 は, 少 な くとも 1921 (大正 10) 年か ら 「出稼 ぎ者」に

関す る調査は, 当時の島根縣庁お よび県下の市町村役場 とで県令 に基づき実施 されていた

とい うことを確認 した点である。 島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書 • 町村事務報告書

の文書の うちの波根東村 『人 口統計表 自明治 32 年至』2】(写真 101) によれ ば, 以下のよ

うに, 出稼 ぎ者 の数 を把握す るよ うにと郡役所か ら村役場へ と指示があった。

「大正 10 年 2 月 5 日 波根東村長 各区長宛 (各通)

区内本籍者 に して村外他地方へ出稼せ る者 の氏名及 出稼地を来 る本月 8 日迄 に御願調べ

述 進 出の時期や経緯 な どの詳細 につい て は山 田藤編 (1940) を参 照 の こ と。今 市 工場 の建 設 ・操 業 開始 までの経過 につ
いて は同, p.324-329 に詳細 な記 録 があ る。 失道 工場及 ぴ石 見人絹 工場 の建設 • 操 業 開始 まで につ いて は同’ pp.338-342
を参 照 の こ と。

19 1929 年 島根 県 の器械 製 糸業 の進 出状況 につ い て とま とめた表 2-1 ( 中国電 力株 式会社 エネル ギ ア総 合研 究所 • 公 益社
団法 人 中国地方総 合研 究セ ンター (2013) , p.71) を参照 の こ と。

20 阿部 (2002) , pp.62-6T の表 3 3 を参照 の こ と。
趙 詳 細 につ いて は、本報告 書 内の廣嶋清志 「明治後期 か ら戦前 の島根 県波根 東村 入 口統 計資料 」 を参 照 の こ と。
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御 回答相成度候, 右通達候也」 (写真 149)

この出稼 ぎ者 の定義であるが, 波根東村 『人 口統計表 自明治 32 年至』 (写真 379) によ

れ ば, 昭和 10 年 12 月末 日現在 の出稼人 口とい う表 に以下のよ うな記述がある。

「(注意) 1. 出稼 とは本市町村 に生活の本拠 を有す る者 に して賃金 を得 る為 に本市町村外

に一定の期間居住す る者 を謂 う

2, 出稼漁業及移民は本表 に計上すべか らず」

表 4 島根県における群別出稼 ぎ者数 と国勢人 口の比

出所 : 島根縣 『島根縣市町村別統計書』

県内 県外

男

計

女 計男 女 男 女

昭 和 1 5 年 末 全 県 3 .7 1 3 .8 5 10 ,4 9 6 3 9 14 .2 0 10 .2 4 12 .2 1

松 江市 0 .9 1 0.4 3 2 60 0 .80 3 .5 1 1.23 2.35

八束郡 3 .29 24 4 3.03 2 .12 6.32 4 .56 5.44

能 義郡 3.13 2.27 4.77 2 .80 7.9 1 5.07 6.48

仁 多郡 2.75 3.62 2 .95 3 ,63 5.70 7.25 6.45

大原郡 4 .55 5.48 3 .90 3 .80 8.45 9.29 8.86

飯 石郡 3.45 3.50 5 .4 5 4 .54 8.90 8.04 8.48

簸川郡 4 .73 6.72 8 .78 5.54 13.51 122 6 12.87

安濃 郡 2.90 3,45 19.6 1 14 .49 22.52 17.94 20.2 1

邇 摩 郡 4.19 3.57 3 1,4 6 12.20 35.65 15,77 25,34

邑智 郡 3.35 3.7 1 15.80 12.53 19.15 162 4 17.73

那賀 郡 5.20 4.49 20 .4 9 10 .28 25.69 14.77 20.07

美濃 郡 4.14 4.02 6.93 3.92 11.07 7.95 9.53

鹿 足郡 1.8 7 1,96 5.82 4 .25 7.69 6.2 1 6,97

隠 岐島 3.83 2.33 25.13 14 .87 28.96 17.20 22.89

昭 和 10 年 末 全 県 3 ,6 5 3 .8 0 8 .3 0 6 .0 5 1 1 .9 5 9 .8 5 10 .9 0

松江 市 1.33 0.59 2.26 0.93 3.59 1.53 2 .54

八束 郡 1.99 1.90 1.96 1.73 3.96 3,63 3 .79

能義 郡 2.52 1.90 3.65 2.34 6.18 4.24 5 .20

仁 多郡 3.22 3.27 3.92 3.52 7.13 6.79 6.96

大原 郡 40 5 5.90 1.86 2.65 5.9 1 & 55 7.2 1

飯 石郡 3.76 4 .44 4.90 4,90 8.66 9,33 8 .99

簸 川郡 5.0 3 6.4 6 6.3 7 4.57 11.39 11.03 11.2 1

安濃 郡 3.55 3.67 13.11 11.00 16.66 14.67 15.66

邇摩 郡 4.4 9 4 .19 2 9.18 16.80 33.67 2 1.00 26.94

邑智郡 2.7 1 3.47 12.93 10,74 15,64 14.21 14 .94

那 賀郡 6.34 4 .79 15.73 10.27 22.07 15 .05 18.46

美 濃郡 2.48 2.77 4.84 3.45 7.32 6 .22 6.78

鹿 足郡 1.7 1 2.13 4.19 3.72 5.90 5 .86 5.88

隠 岐 島 4,22 3.14 20.53 14,03 24,75 17 .17 20.83

これ によって, 出稼者の対象者が賃金労働者 に限定 され, 当該市町村 に本籍があるか否
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かではな く, 生活の本拠がある者 とされていることがわかる。 また当該市町村外に一定の

期 間居住す るもの としたために, いわゆる当該市町村 に居住 しなが ら他市町村 の事業所へ

通勤す る とい う形態は排除 された形 となる。 これ らの定義が統計資料の作成 開始 当初か ら

の ものか どうかも論点の一つ となる。

続 いて, 島根県公文書セ ンターにて撮影 した島根縣庶務部 (1924) 「安濃郡状況書」 『島

庁郡役?T』では職業別戸数の表 に続いて

「各町村共従来 出稼者多数 ア リ大正十二年 中二於 ケル人員二千七百九人ニシテ前年 二比シ

百四十五人 ノ増加 ナルモ送金高十万四千七百余園ニシテ前年 二比シ九万五千三百園 ノ減少

ナ リ今 日ノ状況二於テハ 出稼者増加 ノ為農村労力 ノ不足 ヲ訴 フルニイ タラサルモ工場二於

テ傅染病性疾患二罹 り帰来 シテ病菌 ヲ地方二傅播 スル者少カラス之カ封策八喫緊 ノコ トニ

属スル ヲ以テ 目下之カ封策二付攻究 中ナ リ」

とある。 この文書か らわか る重要な点は以下の通 りである。 まず, 統計調査項 目として,

出稼 ぎ者数のみな らず, 送金額 とい う調査項 目が存在 した可能性があることである。

さらに, この文書によれば, 当時 1923 (大正 12) 年の安濃郡の出稼者 は 2709 人にのぼ

り (前年 は 2564 人) , 送金額 は約 10470Q 円 (前年は 20000 円) であった。 出稼 ぎ者一人

当た り38.6 円の送金額であった (前年 は 78 円) 。同 じ時期の県下の市町村 の現住人 口 一人

当た り生産額が 140 円 (1923 年) と ］31 円 ( 1922 年) であったこと, この分子の数値 は粗

生産額であることか ら実際の所得 は中間財 の価額 を差 し引 く必要があることを考慮す ると,

大 きな金額であると評価 できよ う。 さらに, 時期 は 2 年遡 ることになるが 1922 年の出稼 ぎ

者数 2564 人 を 1920 年 の安濃郡の国勢調査人 口で除 した場合 10.7% となった。 これは 1940

年 の 20.21% の約半分の水準であった ことがわかる。1920 年以降, 人 口比でみて出稼 ぎ者数

が安濃郡では増加 してい くことが明 らかになった。

表 4 では, 出稼 ぎ先 を県内 と県外 に分 けて, さらに出稼 ぎ者 を男女 と性別で区分 してい

る。表 4 をみ ると, 1940 年時点での島根県における国勢調査人 口比の出稼 ぎ者は, 郡別 に

見た場合 に邇摩郡 (25.34%) , 隠岐島 (22.89%) , 安濃郡 (20.21%) , 那賀郡 (20.07%) が

他の郡 と比べて高い水準であることがわかる。

1940 年時点において国勢調査人 口比でみた県内市町村への出稼 ぎ者が最 も多いのは, 簸

川郡 に生活の拠点がある女性 であった (6.72% ) 0 県外 については邇摩郡の男性であ り, 実

に 31.46% と他郡 の数値 と比 して突出 している。

島根県外の労働力市場 との関係 でい うと, 先 に上げた邇摩郡, 隠岐島, 安濃郡, 那賀郡

は県外の労働力需要に依存 してお り, 郡 内の市町村 に労働力供給 に見合 う労働力需要が存

在 しなかった点 とい う評価ができる。おそ らく (5) 式の うちの純出稼 ぎ者数 ｛第 f 市町村

か らの出稼 ぎ者数 一第 , 市町村か ら他市町村への出稼 ぎ者数 ｝は大幅なプラスであったので

あろ う”。

島魄部である隠岐島の除 き, 邇摩郡 と安濃郡ではなぜ 出稼 ぎ者 の割合が高水準であった

のであろ うか2七 この問いに対す る解答 の候補は以下の通 りである。

22 この点 は郡別 又 は市町村別 の出稼 ぎ者受 け入 れ者数 の数値 が不 明なた め, 正確 な ところは現 時点 で はわか らない。
23 今 回, 那 賀郡 は分析 の対象外 とす る。
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第一に, 内藤正 中氏 も指摘 し, 本論の冒頭で紹介 したが, 郡内市町村 内での低位 な農業

生産性である。 同時に, 農産物価格の他 の商品に比 しての下落である。相対価格 について

は既に検討 したので, 低位 な農業生産性 について検討す る。図 1 は農産物の うちの水稲の

土地 10 アール (a と表記) ごとの収量 (石単位) の郡別の推移 である。 島根県全体の水準

を見ると, 統計が取 られた 1885 (明治 11) 年 の 1.112 石/ 10a か ら 1940 年 (昭和 15 年) の

1.994 石/ 10a へ と倍率 1.79 へ と上昇 していた。邇摩郡は県平均 を大き く下回る収量 しか得 ら

れ ないことが図 1 か らわかる。安濃郡 については, 計数のある年次が少ないため暫定的な

結論になるが, 県平均 を同等又はそれ以上の水準 となっている。

図 1 島根県における水稲の 10a 当収量 (石) 単位 : 縦軸は石, 横軸は西暦 (年)

出所 : 島根県統計課 ( 1974 ) 『島根県統計 100 年史』, 124 頁, 島根縣邇摩郡役所 『邇摩郡治一班』, 島根縣

『島根縣市町村別統計書』。

3-3 物流 と市場の変容

次いで, 1909 (明治 42) 年か ら 1925 (大正 14) 年 にかけての島根県 と県外 • 国外の移

輸 出 ・移輸入 を検討す る。以下でみ る島根県の輸 出入貨物表 は, 島根県 と日本 国内 • 外 と

の輸 出入把握 のため 1899 (明治 32) 年か ら島根縣 「縣訓令第 121 号j によ り調査が開始 さ

れた。統計資料 は島根県公文書セ ンター に保管 されている島根縣庶務部 『大正九年庶務部

統計 島根縣』(島根県公文書セ ンター簿冊番号 1290 の 4 冊の内の 1) であ り, 撮影資料 「写

真 2011047J である。

この輸 出入貨物表は, 島根縣庁が公刊 した 『島根縣統計書』 の勧業編 に全県の数値が公

表 されている。作成過程 は, 市町村別 に作成 し, 郡役所 において郡別 に集計 した うえで,

縣庁 (庶務部等) において数値 を縣全体のものを集計 し公表 してい る。『島根縣統計書』以

外では, 各地の郡役所が 『郡治一斑』 とい う報告書に公表 している記録が残っている。

今回, 作成 した表 6 と表 7 の輸出入貨物表は, 郡別 になっているとい う点 と上半期 と下
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半期 となってい る点において, 既存 の公表 された 『島根縣統計書』 とは異 なるさらに踏み

込んだ資料 といえる。

表6 輸出入貨物表 (安濃郡 • 邇摩郡)

出所 ：『邇摩郡治一斑』, 『安濃郡治一斑』, 『島根県統計書』, 島根縣庶務部 『大正九年庶務部 統計 島根

縣』 (島根県公文書センター簿冊番号 1290 の 4 冊の内の 1)

注 : 第一次世界大戦 ( 19 14 年 7 月 2 8 日か ら19 18 年 11 月 11 0 ) , 戦後恐慌 ( 19 2 0 年 3 月～)

暦年 1909 年 19 10 年 19 11年 1915 年 1 9 19 年 1924 年 1925 年

安濃郡 翰 出 *- - - 938.952 2 ,426 .869 1.070(35 1 1,37 1,660

翰入 - 一 - 852 ,988 1J224 .522 1,556.943 1.0 68,745

輸 出ー輸入 - - 3 5.964 1.202 .347 ▲ 4 86,592 30 2,915

邇摩郡 輸 出 1.0 397 44 1,107,000 1,006.932 - 1.767 .929 552.407 170,082

輸 入 44 9.17 9 449,6 17 532.044 - 655 ,945 355,27 1 5 1,217

諭 出ー輸入 5 90,5 65 657,383 474.888 - 1.111.984 197J 36 118,865

表 7 安濃郡 • 邇摩郡における上半期および下半期輸出入貨物表 (1919 年)

安 i 農郡 邇摩郡
項 目 時価価 額 構成 割 合 時価 価額 構 成割 合

輸 出 上半 期 1,242,2 14 5 1.2% 648,92 1 36,7%

下半 期 1,184 ,655 48 .8% 1,119,008 53.3%

合計 2,426,869 100 .0% 1,767,929 100.0%

輸 入 上半 期 4 12,597 33 .7% 317,537 484 %

下半 期 8 11,925 66.3% 338,408 5 1.6%

合計 1,224 ,522 100 .0% 655,945 100.0%

輸 出ー輸 入 上半 期 829,6 17 69 .0% 33 1,384 29,8%

下半 期 372,730 3 1.0% 780,600 70 .2%

合計 1,202,347 100 .0% 1,111,984 100 .0%

出所 : 島根縣庶務部 『大正九年庶務部 統計 島根縣』 (島根県公文書センター簿冊番号 1290 の 4 冊の内

の 1)

表 6 と表 7 は安濃郡 と邇摩郡だけ取 り出 した輸 出入貨物表である。その際に注意 しなけ

れ ばな らない点は, ここでい う輸 出入 とは, 島根県全体に とっての移輸 出 と移輸入 である

点である。例 えば, この定義 によって作成 した統計資料 は, 郡別 で見た場合, 島根県下の

市町村 間の移 出 と移入 は欠落 していることになる。 また輸 出入貨物表 には, 商品別 に単位

価格 と数量, 仕 向地 と仕 出地 について も記載 がある。 この商品別 のものについては, 島根

大学法文学部 山陰研究セ ンターの Web-Site にデー タをア ップす る予定であるので, 本稿 に

は表 を掲載 しない。

以上について留意 して表 6 と表 7 について検討する。

まず表 6 によれ ば, 1909 年か ら 1925 年 にかけて邇摩郡は一貫 して純輸 出はプラスである

ことである。安濃郡は 3 か年分 しか数値がないため, 限定的な評価 となるが, 1919 年 と 1925

年は黒宇である。そ して, 両郡共に, 1919 年 を最高に 1924 年 と 1925 年 は移輸出が減少 し

てい る。安濃郡 については半減 し, 邇摩郡にいたっては 1919 年か ら 1925 年 にかけて約 90%

の減少であったことも特徴である。

続いて, 表 7 について評価す る。表 7 は表 6 の数値 を上半期 と下半期 とに分割 したもの
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が掲載 されてい る。おそ らく, この よ うに郡別で上半期 と下半期 に分割 された輸出入貨物

表 は他 にない事例 といえるであろ う。 この上半期 と下半期 の分 け方であるが, 明確 にわか

ってい るわけではない。 しか し, 先の島根県公文書セ ンターの簿冊の撮影結果か ら, 以下

の点は明 らかになった。それ は, 統計作成過程 を示す記録か ら, 邇摩郡役所では, 1919 (大

正 8) 年 8 月 13 日に島根縣庁 内務部宛 に邇摩郡分の輸 出入貨物統計の資料 を提 出 していた

ことがわかった。 このことか ら類推 し, 上半期 とは 4 月 1 日か ら9 月末 日ではな く, 1 月 1

日か ら 6 月末 日であることが推定 され る。他方で, 下半期分の郡役所か ら島根縣庁への提

出時期 は 1920 (大正 9) 年 2 月 16 日であった。下半期 も同様 の理 由で, 7 月 1 日か ら 12 月

末 日とい うことが推定できる24。

以上の上半期 と下半期 の期間を前提 に, 表 7 について考察す る。安濃郡では上半期 と下

半期 ともに輸 出金額 は同水準である。対照的に, 邇摩郡では上半期が全期間の うちの 63.3%

と約 6 割 を占めていた。輸入額 の特徴 も両郡 において対照的であ り, 安濃郡の場合 は下半

期 に全期間の 66.3% が集 中 し, 邇摩郡の場合は上半期 と下半期 とで半々であった。 これ ら

の結果か ら, 純輸 出については安濃郡の場合, 上半期 に 69% を計上 し, 邇摩郡の場合下半

期 に 70.2% を計上す ることになった”。

ただ し, 貴重な資料なので, その概要を供給面についてのみを文章にて紹介 してお く。

第一 に, 両郡では, 鉱石, 米, 繭, 松材, 石膏, 牛な どの一次産品, そ して一産品を加

工 した食料品 (木炭, 加工 した魚類 , 清酒, 醤油) , 古 くか ら地域 に存在 した在来型の商品

(陶器, 瓦等) を輸 出 していた ことを明 らかに した。多 くは専業ではな く, 農業等 との兼

業, 家族 を中心 とした生業的な生産活動であった と推察 され る。販売出荷先 (仕 向地) に

ついては, 大阪 ・京都 ・神戸が多 く, 西 日本 を中心に展開 していた。 ち ょうどこの 1919 年

の前年 には馬路駅 (邇摩郡) が開通 し, 鉄道の利用が本格化す る時期である。それ までの

浦 (港) を利用 した流通か らの転換が どのよ うな形であったか興味深い。

第二 に, 邇摩郡 の輸 出が前期 に大 き く偏 っていた とい う問題 である。 この原 因は, まず

含金銀銅鉛型銅が前半期の輸 出金額 36525 円 (全体の構成割合 5.6%) か ら下半期の 353050

円 (全体の構成割合 31.8%) へ と増大 していた ことであった。輸 出数量の増大 よ りも単価

が下半期は上半期 の約 5 倍 となっていることが特徴である。木炭 も同様 の傾 向であ り, 単

価 は上半期 よ りか ら下半期は 0.1 円/貫か ら 0.2 円/貫へ と約 2 倍 となった。そのため輸 出金

額 は上半期の 126942 円 (全体の構成割合 19.6%) か ら下半期の 213571 円 (全体の構成割

合 19.1%) へ と約 1.68 倍 になっていた。 このよ うに, 邇摩郡の輸 出金額が上半期 よ りも下

半期 の方が増大 したのは, 単価 の増大が大きな要因であった ことが分かる。

4. 結語

本稿では, 1928 (昭和 3) 年以降の島根県の経済構造について, 特 に郡別 • 市町村別の経

済格差の広が りについて, 当時の島根県の 281 市町村 を対象 にま とめた統計資料である 『島

24 島根 縣庶 務部 『大正 九年庶 務 部 統 計 島根 縣』 ( 島根 県公 文書セ ンタ 冊番 号 1290 の 4 冊 の内の 1) で あ り, 撮

影 資料 「写真 2011084J を参照 の こ と。
站 この 1919 年 の経 済状 況 だが, 第一 次世 界大戦 の大陸 の旺盛 な需要 に応 え るた めに 日本経 済 は輸 出 を中心 に好況 を呈

してお り, 遭摩郡 と安濃郡 共 に経 済状 況 は良好 で あった はず で あ る。
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根県市町村別統計書』及び島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書 • 町村事務報告書 を中心

に検討 した。 この 『島根県市町村別統計書』 は, 島根大学付属図書館や 島根県庁のみで所

蔵 されていることが確認 されてい る史料である。 しか し, 府 県統計書 と比 して, よ り細か

な地域 区分でま とめ られた貴重 な統計資料であるにも関わ らず, これ まで統計資料 の定義

な どが記 されていないため, 研究分野では充分や活用 されていなかった。

1945 年以前に島根縣庁が作成 した 『島根縣統計書』やそれ を作成 した統計資料の性格に

ついて検討 し, 『島根縣市町村統計書』の生産統計に関わ る統計調査項 目は, 農商務省の作

成 した 『農商務統計』 の調査結果 を転用 していた ことを第二節で確認 した。次いで, 島根

縣安濃郡川合村役場な どの史料 を含む島根県大 田市役所所蔵 旧町村役場文書 • 町村事務報

告書か らは, 当時の町村役場 によって調査 された生産統計や人 口統計等 の調査の方法 (特

に調査方法の うちの統計資料 の定義) や集計, 郡役所及び縣庁へ と集計 され る過程 を罹認

す ることができた。特 に, 生産統計の定義のみな らず, 人 口統計の中で労働力移動 に関わ

る 「出稼 ぎ者」の統計資料 の定義の一端 を史料 によって具体的に明 らかに した。 これ らの

点は, 従来府県統計書 の利用 に留 まっていた数量経済史分野では充分 に展開できていなか

った事項であ り, 本プ ロジェク トの大 きな成果であるといえる。

こ うした検討結果を踏 まえ第三節以降では, 1920 年前後の島根県の地域経済の構造変化,

格差拡大の傾 向の有無 について検討 した。 ここで検討 した経済格差 とは工業化の進展 によ

る一人 当た り生産額の格差であ り, 出稼 ぎ者 とい う労働力移動か らみた島根県 と島根県外

との経済格差である。 まず, 島根県を約 280 の地域 に分割 した一人 当た り粗生産額では,

1928 (昭和 3) 年 よりも 1938 (昭和 13) 年のほ うが変動係数 でみて約 3 倍 に格差拡大が生

じた ことを明 らかに した。次いで労働 力市場 に関す る分析では, 県内の市町村間 と県外へ

の労倒カ移動 について, 『島根縣市町村別統計書』の 「出稼 ぎ者」を利用 し分析 した。 この

市町村別 の出稼 ぎ者 を国勢調査人 口で除 した割合 を試算 した結果, 島根県下の町村 に本籍

又は生活の拠点 をお く者が県外移動 した割合は, 1935 (昭和 10) 年か ら 1940 (昭和 15) 年

にかけて全県で拡大 し, 地域別では島根県 中央部の邇摩郡 と安濃郡, 那賀郡 (以上いずれ

も海岸部) と隠岐の島!¢ 部で顕著であった。 このことは, これ らの地域 では, 労働力人 口

の供給に需要が追いつかない状況 を示す ものである。

今後の課題 は, 本稿 の末尾 で紹介 した島根県内外の商品の交易状況 を示す 「輸 出入貨物

統計」の解析である。 この統計資料は, 1919 年 については全縣 • 郡別 に, 商品名, 数量,

単価 , 移輸出先, 移輸入先が記 されてい る。紙幅 と締 め切 りの関係 上, 割愛 したがおそ ら

く先 に見た一人 当た り生産額や 「出稼 ぎ者」数 の市町村別の大小 に大き く関連す るはずで

ある。昭和初期か ら続 く島根県の地域間の格差の解 明は緒 に付いたばか りだが, 地域 内で

の労働力需要の形成の有無, 言 い換 える と機械 を使用 した労働 生産性 の高い大規模事業所

の創 出や発展の有無 について, よ りマイクロな視点で分析す る方 向も残 されている。本稿

で行 ったマクロの視点の地域分析 の進展 とあわせて, 今後の課題 としたい。
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付表 a 1920 年以降の島根県における人口 • 世帯 単位 : 人, 世帯, 他

出所 : 内閣統計局 『国勢調査』, 各年。

世帯 籍数 男 女 世帯人員 男女比
19 4 0 年全県 1 5 3 .9 3 7 7 4 0 , 9 4 0 3 6 7 .8 5 5 3 7 3 ,0 8 5 4 , 8 1 0 ,9 8 6

松江市 11.48 1 55,506 27,284 28,222 4 .83 0 .9 67

八束郡 14 ,755 80,457 39,948 40,509 5 .4 5 0 .98 6

能義郡 8,40 6 4 6,239 22.974 23,265 5 .50 0 .98 7

仁多郡 5,02 0 27,20 6 13,985 13,22 1 5 .4 1 1.058

大原郡 6,359 33.597 17,115 16.4 82 5 .28 1.038

飯石郡 7,049 35,379 18,2 14 17,165 5 .0 2 1.0 6 1

簸川郡 27,54 1 138,087 67,205 70,882 5 .0 1 0 .948

安濃郡 5,8 10 24,9 69 12,354 12,575 4 .30 0 .98 6

邇摩郡 7,249 29,492 14,193 15,299 4 .0 7 0 .928

邑智郡 12,153 54,883 28,006 26,877 4 .52 1.04 2

那賀郡 2 1,64 5 95,58 6 46,339 49,247 4 .4 2 0 ,94 1

美讓郡 12,134 56,37 7 28.9 10 27,967 4 .69 1,0 34

鹿足郡 6,80 8 30,3 68 15.908 14,960 4 .53 1.0 63

隠岐島 7.52 1 3 1.794 15.380 16.4 14 4 .23 0 .937

19 3 5 年全 県 15 6 ,2 1 5 7 2 8 ,0 0 1 3 6 2 ,0 3 3 3 6 5 .9 6 & 4 .6 6 0 .9 8 9

松江市 10,4 78 47,63 3 23,457 24,176 4 .55 0.970

八束郡 15,50 9 83,5 19 4 1,326 42,193 5 .39 0.979

能義郡 8J 68 44,33 2 2 1,939 22,333 5 .43 0.985

仁多郡 4,8 16 24,959 12.628 12,33 1 5 .18 1.024

大原郡 6r40 9 32,974 16.783 15,19 1 5 .14 1.037

飯石郡 7,2 16 35.0 10 17.973 17,037 4 .85 1.055

簸川郡 28,172 134.684 56,833 67,85 1 4 .78 0.985

安濃郡 5,9 14 24.886 12,445 12,44 1 4 .2 1 1,000

通摩郡 7.6 11 30,274 14.204 16,0 70 3 .98 0.884

邑智郡 12,779 5 6,157 28,670 27,487 4 .39 1.043

那賀郡 2 1.952 9 5.165 4 6.2 20 4 8,945 4 .34 0.944

美濃郡 12.259 5 5.322 28 ,118 27,204 4 .5 1 1.034

鹿足郡 7,0 97 30,905 15 ,842 15,0 63 4 .35 1.052

曝岐島 7.835 3 2,18 1 15.535 16.64 β 4 .11 0 .933

1 9 2 5 年全県 1 5 5 , 9 9 5 7 0 9 , 14 2 3 5 1 ,1 7 0 3 5 7 ,9 7 2 4 .5 5 0 . 9 8 1

松江市 9,0 77 3 8,89 1 19,192 19,699 4 .28 0 .974

八束郡 15,9 14 8 1,795 40 ,545 4 1,2 50 5.14 0 .933

能義郡 8,326 4 2,695 2 1,0 30 2 L 66S 5.13 0 .97 1

仁多郡 4.67 1 2 3,084 11,606 11,4 78 4 .94 1.0 11

大原郡 6.4 35 3 1,643 15,873 15,770 4 .92 1,00 7

飯石郡 7,3 11 3 3,735 17.154 16,58 1 4 .6 1 1,035

簸川郡 27,784 129,23 1 63,825 65,40 5 4 ,65 0 .97 6

安禮郡 5,942 24 ,164 11,936 12,228 4.0 7 0 .97 6

邁摩郡 8,130 32,497 15,226 17,27 1 3.99 0 .882

邑智郡 13,326 59,325 30,266 29.0 59 4.4 5 1.042

那賀郡 2 1,907 94,89 6 45.963 48,933 4.33 0 .93 9

美濃郡 11,98 6 52,820 26,609 26.2 11 4.4 1 1.0 15

鹿足郡 7.000 30,10 1 15.373 14.728 4.30 1.044

曝岐島 8,178 34.2 65 16,572 17,693 4.19 0 .937

19 2 0 年全 県 15 6 ,1 1 0 7 0 1 ,0 8 4 3 4 4 ,1 08 3 5 6 . 9 1 6 4 .4 9 0 .9 6 4

松江市 8,594 35,294 16,993 18,30 1 4.11 0 .92 9

八束郡 16,002 80.175 39,289 40.836 5.0 1 0 .96 1

能義郡 8,442 42,3 12 20,782 2 1.530 5.0 1 0 .965

仁多郡 4 ,68 8 22.77S 11.436 11.342 4.86 1.00 8

大原郡 6,523 3 1,0 34 15,54 1 15.493 4.76 1.003

飯石郡 7,32 7 33,0 15 16,7 61 16,254 4.5 1 1.03 1

簸川郡 27.67 1 12 6.4 20 61.9 69 64.45 1 4.57 0 .96 1

安禮郡 5,94 7 23,895 11,594 12,30 1 4.02 0 .943

邇摩郡 8,4 88 34.37 1 16,0 64 18,307 4,05 0 .877

邑智郡 13,254 59.50 6 30,0 55 2 9,45 1 4.49 1.02 1

那賀郡 2 1,954 94,24 6 4 5,4 16 43,830 4.29 0 .930

美濃郡 11.626 5 1,5 10 25,636 25,874 4.43 0 .99 1

鹿足郡 7,13 1 30,372 15,3 95 14,9 77 4 .2 0 1.028

課岐島 8.4 63 3 6,156 17,2 37 18.9 19 4 .27 0 .9 11
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